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対前年比 99.2

事業番号 313

　東海･東南海地震を想定し、情報収集、災害対策本部の設置、市民や事業所への伝
達･広報、火災に対しての消火活動、避難所への避難誘導、被災者の救護活動、道路の
交通規制、応急復旧活動など一連の訓練をライフライン等防災関係機関、地元企業の自
衛消防隊、各種ボランティア団体、地元中学校区の住民など約７０機関、１５００名で毎年
実施。
H22については応時中学校区で開催。
主な委託内容は機材借上代（テント、イス、机など設営機材）。

団体等への補助金 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市が直接実施・運営 業務委託又は指定管理
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根拠法令・個別計画

0 0

0.150.15

804 804

実施・運営
方法

小牧市地域防災計画

毎年、中学校区の市民、生徒を対象に地震等災害を想定した訓練をすることにより、実
際の災害時の対応がスムーズに出来るようにする。

総合計画
分野別計画

市民生活 防災

直接経費 2,9342,069

Ｈ22決算額Ｈ21決算額 Ｈ23予算額
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活動指標名

防災訓練実施回数
1

H23

市が実施(改善が必要)

訓練を実施することで、地域住民の防災意識の向上を図ることができた。また、
訓練プログラムに体育館での避難所運営訓練を取り入れることにより、実災害に
即した内容となった。
しかし、中学校単位で開催する防災訓練や、各地区で行われている防災訓練で
は、市民全員が参加する機会がないので、訓練の見直しを検討していきたい。
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９月１日の防災の日を前に、活動指標、成果指標の目標どおり防災訓練を実施し、地域
住民の防災意識の向上を図ることができた。

防災訓練参加者数

成果指標名
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比較参考値
(近隣市での
類似事業の
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事業を廃止・
休止したとき
の影響

地震等災害を想定した訓練を廃止、休止した場合、実際の災害時の対応がスムーズに
できなくなる。

東日本大震災において、自助・共助・公助のうち、改めて自助・共助が重要であることを
再認識する機会となり、防災啓発向上と人材育成につながるような訓練プログラムを設定
していくことは必要である。
今後は、より多くの市民が参加できる手法を研究する。

今後の事業
の方向性
（今後の取組

み・
改善計画等）

判　定 B

判定理由


